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(2) ドイツにおける ｢労使共同決定｣および ｢監査役会｣に関する論述については,拙



























































































































180 経 営 と 経 済
対応 しうる ｢企業体制｣(Unternehmensverfassung)を有 しているのか否か
が問われなければな らない｡企業は今や,社会的責任を具体的に設定 し遂行
しなければな らない存在 として理解 されるか らである｡そこでわれわれは,
社会的責任に関する企業の制度的規定すなわち企業体制その ものを問題にし







































































































































































































































































































































































































































(6) 大企業とは,従業員5,000名以上,年間売り上げ 1億 DM以上,資産総額 5千万DM
以上 という三つの基準のうち少なくとも二つを満たす企業をいう｡Vgl.,Weitzig,
α.α.0リS.199.

















































































































































































202 経 営 と 経 済
されなければならないのである｡それは企業の所有者と従業員の他にはあり
えないであろう｡両者は程度の差はあるにしても,｢われわれの企業｣とい
う点で企業の長期的な存立と発展に決定的な利害を共有するからである｡企
業に対する社会的責任の問題は,利害多元的企業体制を構築することによっ
て解決できるのではなく,企業の存立とその発展という企業の長期的利害を
共有する利害単一的企業体制の中で解決されなければならないのである.
しかし,労使が共に企業に同じ利害を有する運命共同体の一員として企業
体制を支えなければならないということは,労使がそれぞれ自己の利害のみ
を追求することによって社会を犠牲にすることが許されるということでは決
してない｡利害多元的企業体制の主張はまさにこの労使共同決定がもつ欠陥
を鋭く突きそれを除去しようとする主張であると解することができる｡企業
の社会的責任の要請もまた,現代企業が陥る独善的経営に対する社会的反応
であると考えられる｡労使共同決定に代表される労働者の経営参加という労
務管理の課題に対応するためには,それが経営利己主義という落とし穴に陥
る危険性を内包しているが故に,労使は共に企業の社会的責任を問う主張に
謙虚に耳を傾け,企業環境に対して絶えず配慮していくことを決して忘れて
はならないのである｡
このように,現代企業は常にあらゆる側面において環境に配慮した行動を
とらなければならないのである｡しかしそのような努力にもかかわらず,現
代企業における環境管理の努力が生産管理と労務管理における環境対策のみ
であるとすれば,われわれはそこにこのようなものと解される環境管理の限
界を認めざるを得ないが故に,ここに ｢固有の環境管理｣の企業的必要性を
主張せざるをえないのである(1)0
(1) 本稿は,先に発表した拙論 ｢企業の社会的責任と企業体制｣(『経営と経済』第73巻
第 2号,長崎大学経済学会,1993年 9月)で検討した企業体制の問題を,労務管理的
環境管理という新たな観点から考察し加筆修正したものである｡
